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第４章 住民意見の特性
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４－１ 住民意見の概要 

 図４－１に、収集した１３事例での住民の事業への賛否を示す。 
 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.水産資源マネジメント

2.橋梁

3.鉱業

4.水産資源マネジメント

5.油田開発

6.油田開発

7.総合軍事施設

8.発電所

9.自然観光地保護

10.レーダーサイト

11.自然観光地保護

12.モノレール

13.水産資源マネジメント

全体

肯定

中立

否定

 
図４－１ 各事業での住民の事業への賛成・反対・中立の割合のグラフ 

  
 「中立」とは、「どちらともとれない曖昧な」という意味の純粋な中立ではなく、要望を含んだ意見

についても含むものである。そのため、中立といっても示されたままの事業計画について何らかの不満

を持つ意見である。 
 その観点で賛否中立の割合を見ると、「否定」と「中立」を足した割合は、どんな事業でもほぼ七割

は確実に超え、事業に対して何らかの不満を抱えた人達が意見を出してくるという傾向は疑いない。１

３事業全体での割合ではほぼ９割方が事業に不満を持っている人々の意見である。 
 比較的、肯定意見が多く出されるのは、水産資源のマネジメント事業、自然観光地保護などの、事業

自体は周辺の自然環境の質の向上に寄与する事業である。
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４－２ 各事業での住民意見の特性 

 各事業での住民意見の特性について、ほとんどの事業で大きな割合を占める事業への「反対意見」に

着目し、環境影響の要素、および環境アセスメントの手続きの観点から割合を出したものを以下に示す。 
 

４－２－１ アラスカ州 Bering Sea Aleutian Island King and Tanner Crab Fisheries 

産業
97%

その他
3%

 

図４－２ 環境影響の要素での反対意見割合 
水産資源マネジメントの事業ということで、当然ながら漁業に制限を受ける可能性のある地元の漁師

達による反対意見が多かった。 
 

予測
41%

評価
28%

その他
3%

調査
28%

 

図４－３ アセスメントの手続きの要素での反対意見割合 
 反対意見の根拠を環境アセスメントの手続きの要素で分類すると、予測、評価、調査で大半を占めた。

「漁獲制限を受けても、将来的には回復してゆく漁業資源を元に、安定した収入が見込めるとあるが、

その見込みが楽観的過ぎる」といった指摘や、「実際は明らかに１３００人の失業者が出るはずだ」と

いう指摘、「一定の大きさに満たない魚介類は放流するといった自主規制を行っているのにさらに上か

ら規制を掛けられるのは妥当でない」といった反対意見が見られた。
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４－２－２ アラスカ州 Gravina Access Project 

産業
23%

操業上のシス
テム全般

13%

その他
64%

 

図４－４ 環境影響の要素での反対意見割合 
 

島と島の間に橋を渡す事業である。反対する住民からは、「船による現状の移動手段で十分に足りて

いる」および「予定されている橋による地元の産業への波及効果が楽観的である」などの意見が出され

ていた。その他では、「経済にプラスの効果があることは認めるが、豊かになることで地元の原住民の

文化生活に与える影響が大きい」「彼らが代々墓地としている場所が建設予定地に含まれている」など

の懸念があった。 
 

評価
2%

予測
21%

評価項目
36%

その他
41%

 
図４－５ アセスメントの手続きの要素での反対意見割合 

 
 環境アセスメントの手続きの要素では、評価項目についての意見が多く出されている。これは上述の、

「地元の原住民が豊かになることにより、大きな変化がもたらされ、彼ら独自の生活文化が消えてしま

う」ことについての懸念、及び墓地の問題が DEIS に盛り込まれていなかったことが大きい。 
 予測についても上に述べた通り、橋のもたらす経済への波及効果が楽観的過ぎるとの指摘が多かった

ことによる。
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４－２－３ アラスカ州 Greens Creek Tailing 

景観
5%

操業上のシス
テム全般

14%

その他
15%

水
18%

地盤・土壌
23%

生態系
25%

 

図４－６ 環境影響の要素での反対意見割合 
 

 露天掘りの事業という物理的な性質もあり、多くの環境影響の要素と関連して意見が述べられている。

水と地盤に関する意見が多く、酸性の排水、及び重金属を含む排水による影響が懸念されていた。また

地元の絶滅危惧種への影響も心配されていた。 
 

予測
7%

その他
62%

調査
4%

評価
25%

評価項目
2%

 
図４－７ アセスメントの手続きの要素での反対意見割合 

 
評価、予測、調査といった環境アセスメントの技術的な側面に着目する意見でおよそ４割弱ほどが占

められている。地元のブラウンベア（アラスカヒグマ。アラスカ南部及びその沿岸の島々に分布する。）

への影響が軽視されているという意見等が出されていた。 
６割以上を占める「その他」は、感情的な意見が多かったことによる。当該事業は環境に対して悪影

響だと述べながらも、具体的に何がどう悪影響なのかといったことを示していない意見が散見された。
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４－２－４ アラスカ州 Management and Recovery of the Cook Inlet Beluga Whale Stock 

 自然保護の為の事業であること、及び人数が非常に少なかったために、抽出した意見で事業に否定的

なものはほとんど見られなかった。 
４－２－５ アラスカ州 Northwest National Petroleum 

  

大気
3%

産業
3%

操業上のシス
テム全般

2%

その他
18%

生態系
74%

 
図４－８ 環境影響の要素での反対意見割合 

 現地に生息する絶滅危惧種の水鳥への悪影響への懸念と、彼らを支える生態系の豊かさが失われると

の指摘が多くなされていた。そのために生態系に関する意見で７４％を占めている。 
 

評価
22%

予測
5%

フォローアップ
1%

住民意見の提出
2%

代替案検討
24%

その他
43%

調査
3%

 
図４－９ アセスメントの手続きの要素での反対意見割合 

  代替案検討と評価に関する意見でおよそ５割である。代替案についての話題は、「どの案をとって

も全く満足のいくものでない」といった意見や、No-action（事業の中止）を求めるものが多かった。

評価も割合が多い。これは NPO 等と関係があると思われる若干名の住民が、学術的なバックグラウ

ンドを持って「報告書の何ページの図の何番については・・。」といった形式の非常に具体的・詳細

な意見を提出していたことが大きい。分量が他の住民と比較して１０倍ほどの開きがあったため、結

果として図に示した割合は彼らの意見内容に引っ張られているものと思われる。
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４－２－６ アラスカ州 Liberty Development and Production Plan 

生態系
88%

産業
3%

その他
9%

 
図４－１０ 環境影響の要素での反対意見割合 

 
  「絶滅危惧種への影響が甚大だ」という意見が大半を占めた。「石油は世界的に飽和状態で、単価

が安いので地域にもたらす経済効果も少なく、生態系へもたらすリスクと考え合わせると明らかにマ

イナスである」という意見も見られた。 
 

その他
36%

評価
58%

予測
5%

住民意見の
提出
1%

 

図４－１１ アセスメントの手続きの要素での反対意見割合 
 

  抽出した意見者のうち、一人が非常に専門的な知見を持ち、他の意見者の十倍近い量（文字数）の

意見を述べていた。どのページのどのグラフの推測が誤っているといった、非常に具体的な指摘を行

い、技術的な話題であったため、このような結果になっている。
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４－２－７ アラスカ州 Transformation of U.S. Army Alaska 

操業上のシス
テム全般

86%

音・振動
14%

 

図４－１２ 環境影響の要素での反対意見割合 
 

  無人偵察機の滑走路や、演習地からの騒音への懸念、兵器や兵士の運搬の為に増加するトレーラー

の交通量、しかもそれが２４時間稼働する事に起因する意見が散見された。また、「トレーラーの通

行間隔を、最低でも３０分とるべきだ」、施設の操業上のシステムに起因する問題が多く指摘されて

いた。 
 

予測
36%

評価
50%

その他
14%

 

図４－１３ 環境アセスメントの手続きの要素での反対意見割合 
   
  「基地の操業により、水の使用量が増加し、水質の劣化が起きる」といった意見、および「重いト

レーラーの走行による騒音を過小評価している」といった意見が見られた。
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４－２－８ ワシントン州 BP Cherry Point Cogeneration Project 

大気
24%

水
37%

音・振動
19%

その他
7%

生態系
13%

 
図４－１４ 環境影響の要素での反対意見割合 

  
  廃熱発電という物理的な特性上、ゴミを燃やすことによる大気への影響、水への影響（COD がほ

ぼゼロから 323 lbs/day まで増加するはずであるという意見者独自の推測など）、それによる生態系へ

の影響、騒音といった様々な影響が指摘されていた。 
 

評価
62%調査

9%

その他
29%

 
図４－１５ 環境アセスメントの手続きの要素での反対意見割合 

 
「コージェネレーション発電所は２４時間操業で非常に騒音がうるさく、「影響は軽微」などとい

う DEIS の評価を到底認められない」という意見や、鳥類（サギ）の営巣への悪影響を過小評価して

いるという意見などが見られた。 
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４－２－９ オレゴン州 Lake view Proposed Resource Management Plan 

その他
59%

地盤・土壌
1%

水
1%

生態系
20%

景観
15%

産業
4%

 
図４－１６ 環境影響の要素での反対意見割合 

 
 豊かな自然と生態系、景観、そしてそれらを売りした観光産業への悪影響を懸念する意見が多数見ら

れた。 

評価
37%

調査
24%

その他
24%

代替案検討
15%

 
図４－１７ 環境アセスメントの手続きの要素での反対意見割合 

 
 代替案のどれも納得できず、No Action を採るべきだといった意見や、地元で放牧を行っている畜産

農家への経済的な悪影響を考慮しているのかといった意見、「アメニティとしての価値の高い当該地域

から人々を閉め出すことは理解できない。自然を一体誰から、誰のために守っているのか不明だ。」と

いったそもそも論も見られた。
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４－２－１０ カリフォルニア州 Minuteman III Modification 

その他
59%

生態系
18%

景観
6%

操業上のシス
テム全般

5%

産業
8%

大気
3%

水
1%

 
図４－１８ 環境影響の要素での反対意見割合 

 
 ミサイル防衛システムという特殊な事業である。広い地域を含む計画のため、様々な環境への影響が

懸念されていた。この事業での「その他」は他の事業と異なり、レーダーサイトから出される弱電磁波

に対する懸念が大半である。ほとんどの意見者が多少の差はあってもこの電磁波について述べていた。 
 

その他
56%

調査
13%

評価
16%

予測
5%

住民意見の提出
8%

評価項目
1%

代替案検討
1%

 

図４－１９ 環境アセスメントの手続きの要素での反対意見割合 
 
 制度の要素で意見を見ても、やはり電磁波に対する評価手法、予測についての話題が多くなされてい

た。電磁波についての見解は専門家の間でも分かれるものであり、その影響が一般の人々にとって「得

体が知れず恐ろしいもの」であることが強く感じられた。 
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４－２－１１ モンタナ州 Rogue National Wild and Scenic River: Hellgate Recreation Area 

その他
100%

 
図４－２０ 環境影響の要素での反対意見割合 

 
 意見を出した住民が多数いたと報告書に示されていたが、提出された意見として PDF で公開されて

いたものが、わずか数人数分であったために、集計結果もこのようになった。観光地からレクレーショ

ン目的の客を閉め出し、短期的に地元の収入が減少することについての不満が大半あった。 
 

代替案検討
100%

 
図４－２１ 環境アセスメントの手続きの要素での反対意見割合 

 
  代替案についての話題ではあるが、どれについても是認出来ないということで代替案Ａ：No Action
（プロジェクトの中止）が求められていた。 
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４－２－１２ ワシントン州 Seattle Monorail Project 

生態系
7%

景観
39%

産業
3%

操業上のシ
ステム全般

9%

その他
26%

音・振動
7%

水
9%

 
図４－２２ 環境影響の要素での反対意見割合 

 
 市街地を高架で通過するモノレールの建設事業である。ルートには歴史のある市街地もあり、そこを

跨ぐことによる景観への影響ついて懸念する声が多かった。水については工事中の残土の処理方法、ま

たそれが付近の河川に流れ込むことによる地元の名産物であるサーモンへの悪影響が懸念されていた。 
 

その他
29%

調査
3%

評価
42%

予測
15%

住民意見の提
出
2%

代替案検討
9%

 

図４－２３ 環境アセスメントの手続きの要素での反対意見割合 
 

  ルートが複数策定され、これらが代替案として提示されていたため、ルート選定についての話題が

多かった。（ただし、反対意見に分類したものは代替案のうち「No Action(中止)」を求めているもの）

評価の割合が大きいことは、ＮＧＯ関係者らしき意見者が DEIS のページを指定し、「この数値がお

かしい」、といった技術的な意見をかなりの分量で出していたことによる。
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４－２－１３ ワシントン州 West Coast ground fish 

生態系
59%

産業
18%

その他
23%

 
図４－２４ 環境影響の要素での反対意見割合 

 
 混獲による底生魚への影響を軽減するための事業であるため、意見内容は生態系に関する話題が非常

に多かった。収入源である漁獲に制約をかけられることに対する不満も多かった。 
 

代替案検討
56%

評価
44%

 
図４－２５ 環境アセスメントの手続きの要素での反対意見割合 

 
 代替案については、「No Action（中止）」を求めるものが多く見られた。評価については、「既に漁師

達は自ら混獲を防ぐための対策を講じており、提案されている事業を行っても現状とそれほど変わらな

いにもかかわらず自分たちには経済的な不利益があり、納得できない。」という不満が多く見られた。
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４－３ １３事例における住民意見の全体的な傾向 

 事業に対する否定意見につき、全事業を俯瞰する視点からの傾向を見る。 
 

４－３－１ 環境影響の要素及び環境アセスメントの手続きにおける傾向 

生態系
42%

景観
22%

産業
14%

操業上のシス
テム全般

10%

水
5%

大気
3%

地盤・土壌
1%音・振動

3%

 

図４－２６ 意見の割合（環境影響の要素） 
 

 図４－２６に示す通り、生態系、景観、産業でほぼ７５％という結果になっている。本論文で調査対

象とした１３の事業では、水棲生物への影響の懸念が多かった。米国北西部には特に絶滅危惧種等が多

いことも一因と考えられる。大まかな傾向として「豊かな自然（生物や景観）と、それを資源とする」

地域であることと一致する。 
 

調査
17%

評価
48%

予測
13%

フォローアップ
0%

許認可等への
反映
0%

住民意見の提
出
7%

代替案検討
13%

評価項目
2%対象事業

0%

実施時期
0%

審査の主体
0%

 
図４－２７ 意見の割合（環境アセスメントの手続きの要素） 
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 図４－２７は住民意見を環境アセスメントの手続きの要素の割合で見たものである。評価、調査、予

測といった環境アセスメントの技術的な話題が７５％ほど出されているが、これらはごく普通の個人か

らというよりも、NGO に所属しているといった情報的なバックグラウンドを持っている特殊な種類の

住民が行っている傾向が強い。 
 日本の環境アセスメントの過程で出される、事業に対する住民からの意見には、「環境アセスメント

の実施時期の早期化」や「事業者のみが行う環境アセスメントの、審査主体の妥当性という根本的な問

題」、また「アセスメント結果の事業許認可への反映」といった、環境アセスメントの制度設計そのも

のに関わる話題が散見された。ところが米国の住民意見では、これら「制度自体に対する不満」はほと

んどなされておらず、それぞれ０％だった。 
 
１３の事例で事業に意見を出した住民に限定して言えば、自国（米国）の環境アセスメントの制度そ

のものに関しての不満はほとんど見られなかったということである。 
 

４－４ 因子分析による内容の特性把握 

 それぞれの事業に対する反対意見の内容の分類結果を事業ごとに整理し、因子分析を行った。 
因子は直行バリマックス回転を行い、見やすく調整した。環境影響の要素、アセスの手続きの要素の 2
つの観点で因子分析を行ったが、後者については、本研究で収集した反対意見の中でほとんど話題とさ

れない「対象事業」「実施時期」「フォローアップ」「許認可等への反映」「審査の主体」の 5 つの要素に

ついては諸々の制約により除外した。（「審査主体」「許認可等への反映」については、全事業で全く話

題に上がらなかったために、分散がゼロになるなど、統計解析上の不具合が発生した。） 
４－４－１ 環境影響の要素 

 環境影響の要素については表４－１に示す因子負荷量表を求めることができた。それぞれの因子は次

のように解釈することができた。 
表４－１ 環境影響の要素を変数とした因子負荷量表 

変数名 因子 1 因子 2 因子 3
音・振動 1.00 -0.08 -0.12
水 0.97 0.00 0.13
景観 0.93 0.26 -0.05
大気 0.02 0.98 -0.02
産業 0.04 0.81 -0.06
生態系 0.01 0.79 -0.02
操業上のシステム全般 0.58 0.72 0.04
地盤・土壌 -0.01 -0.05 1.01
寄与率 39.15% 35.49% 13.35%
累積寄与率 87.99%  

因子 1：音・振動、景観といった要素で特に大きくなる、駆動を伴い、外観の大きな事業などに関係す

る要素と考えられる。 
因子 2：大気、産業、生態系で大きくなる、事業による環境への影響の規模が大きく、その種類も多い

事業に関係する要素と考えられる。 
因子 3：地盤・土壌に特に大きく関係する、土地の改変などを伴う事業に関係する要素と考えられる。 
 因子分析により求めた 13 の各事業を、因子得点を元に散布図にしたものが図 および図 である。 
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図４－２８ 環境影響の要素を変数とした分布（因子 1×2） 
 

横軸に因子 1、縦軸に因子 2 を軸としたものを図４－２８に示す。レーダーサイトの事業で、スコー

ピング段階での広報に問題があり、評価項目が不当に少なくなっているとの指摘が非常に多かったため

に横軸でプラスに突出している。 
 縦軸では、モノレール事業が突出している。モノレールが走るルートが代替案の項目になっているた

めに、その話題が多かった事と、地元の産業や人口増加等の波及効果の予測への楽観的な見込みが批判

されていた事が原因と思われる。 
 ただし、モノレール、レーダーサイトの事業は共に、意見者の数が他の事業に比べて相当多い事業で

あり、人数によるインパクトも無視出来ない。 
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図４－２９ 環境影響の要素を変数とした分布（因子 1×3） 
 

 縦に因子 3 を軸としてプロットを行ったものを図４－２９に示す。鉱山開発の事業で非常に大きくプ

ラスに出ており、これは地盤・土壌への影響の大きな事業として妥当と思われる。しかし油田開発とい

った同じ特性を持つと思われる地下資源開発系の事業で全く挙動の異なるものもあり、因子の解釈は難

しい。 
 環境影響の要素の因子 1，2，3 では、いくつかの突出した値を示す特殊な事業を見つける事は出来る

が、ほぼ同様の位置にプロットされる事業の類似性は必ずしも明らかでない。 
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４－４－２ アセスメントの手続きの要素 

同様の手法で、アセスメントの要素についても求めた因子を解釈した。それぞれの因子は以下に示す

ような解釈が可能であった。 
表４－２ アセスの手続きの要素を変数とした因子負荷量表 

変数名 因子 1 因子 2 因子 3
住民意志の提出 1.13 0.15 0.23
調査 0.71 0.33 0.27
評価 0.43 1.04 0.11
予測 0.39 0.66 0.17
代替案検討 -0.04 0.52 -0.24
評価項目 0.29 -0.05 0.92
寄与率 36.63% 31.82% 17.81%
累積寄与率 86.27%  

因子 1：住民意志の提出で特に大きな値を示す因子で、事業の広報等に問題がある事業で大きくなるも

のと思われる。 
因子 2：評価、予測、代替案検討が話題となる事業で大きくなる要素。話題がＤＥＩＳの内容に沿った

具体的なものになりやすい要素でもある。 
因子 3：評価項目が話題となる事業で大きな値を示す事業。既存の環境アセスの制度で拾いきれない影

響を指摘する住民が多い事業、あるいはスコーピングに問題があった事業などと思われる。 
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因子２：評価、予測、代替案検討が話題となる事業

 

図４－３０ アセスメントの要素を変数とした分布（因子 1×2） 
横軸に因子 1、縦軸に因子 2 を軸としたものを図-7 に示す。レーダーサイトの事業で、スコーピング

段階での広報に問題があり、評価項目が不当に少なくなっているとの指摘が非常に多かったために横軸

でプラスに突出している。 
 縦軸では、モノレール事業が突出している。モノレールが走るルートが代替案の項目になっているた

めに、その話題が多かった事と、地元の産業や人口増加等の波及効果の予測への楽観的な見込みが批判

されていた事が原因と思われる。 
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図４－３１ アセスメントの要素を変数とした分布（因子 1×3） 
縦軸に因子 3 を取った図４－３１に示す。 

橋梁の事業が非常にプラスに大きく出ている。これは、立地計画の上がっている地域に、地元原住民の

墓地があるため、文化的な影響を懸念する声が多く、これをアセスメントの評価項目に追加すべきだと

言う意見が散見されたためと思われる。また、レーダーサイトも比較的プラスに大きな事業となってい

る。弱い電磁波の累積的な影響を評価項目に加えるべきだという意見が多かったことが原因であると思

われる。 
 
４－４－３ 因子分析のまとめ 

 環境影響の要素、及びアセスの手続きの要素について因子分析を行ったが、特に大きな偏りを読み取

れるといった事や事業の性質によるプロット位置の類似性といった事もあまり読み取ることは出来な

かった。特にレーダーサイトやモノレールの事業で、意見者の数の影響によりかなり他の事業とは離れ

た場所にプロットされた事や、橋梁事業で原住民族への文化的な影響の評価の是非が問われた場合など、

意見内容が他の事業とかなり異なるという面で「異質な」「特殊な」事業を見つけることが出来た、と

いうことに止まった。 
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第５章 住民意見の特性の日米比較
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５－１ 日米比較において留意すべき意見形式の相違点 

 米国の公共事業の環境アセスメントの過程で出された住民の意見を分析した手法は、日本で環境アセ

スメントの過程で行われた公聴会での住民の口述意見について分析したものと同様の手法を用いてい

る。（日本のケースについては、「環境影響評価における公聴会の実施内容に関する実証的分析」（環境

アセスメント学会 ２００４年度研究発表会要旨集）で調査したもの。） 
 そこで、日米の分析結果について、比較を試みた。日米の住民意見を比較するにも、入手した事例の

物理的特性は日米でかなり異なる。また住民が意見を表明する形式についても、日本のケースでは演説

形式、今回調査した米国のケースでは手書きや電子メールであるという違いがある。さらに、日米では

環境アセスメント以外の法的なバックグラウンドや社会的背景といった根本的な違いもある。 
 しかし、日本において環境アセスメントの過程で住民がしばしば口にする「欧米の環境アセスメント

制度を見習うべきだ」という意見に関連し、実際に日本に欧米型の環境アセスメント制度を持ち込んだ

場合に生じうる状況について考察するために、敢えて行った。 
 表５－１は、比較に用いた日米の事例の概要である。 

表５－１ 日米比較に用いた事業 

日本の公聴会について調査し
たケース

米国のコメントレターについて調査し
たケース

事業種
発電所、処分場、鉄道、地区
開発等公私３３事業

水産資源保護、油田、橋梁、軍事施
設など１３の公共事業

意見者の人数 ２２４人（全員の意見を分析）
１５２９人（３００人分を抽出して分
析）

意見者の属性
主婦、退職後の方。事業者は
ほとんど参加しない

当該地域の住民、ＮＧＯ（ＮＧＯにつ
いては本研究では除いた）

意見表明の形式
演説（１０～２０分程度で時間
の制約あり）

e-mail、手書きの書面（文字数制限
等は無し）  
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５－２ 否定意見のクロス表比較 

 事業に対して住民から出された否定意見について、環境影響の要素とアセスメントの手続きの要素の

クロス表を作成し、その偏りを検討した。 
 
表５－２  

アセスメントの手続き的要素と環境影響の要素の関係（日本、否定意見のみ。数値０のセルに着色。） 
単位：文字数
日本
　　　　　　　　　　手続き
環境要素

実施時期 対象事業 評価項目 代替案 住民参加 審査主体
許認可等
への反映

フォロー
アップ

予測 評価 調査

大気 0 1360 6000 0 0 0 0 1420 15960 28800 2624
水 0 0 2040 0 0 0 0 0 4012 11272 2832
音・振動 0 0 2440 1080 0 0 0 0 4000 11860 2420
地盤・土壌 0 0 1560 360 0 0 0 0 560 11120 10040
生態系 0 0 4504 2560 0 0 0 2080 3340 38704 25484
景観 0 0 2680 0 0 0 0 0 2200 15680 1040
産業 0 0 4040 0 0 0 0 0 840 17580 5720
操業上全般 0 0 2860 0 0 0 0 0 22140 13120 3920
その他 5204 14560 17280 11020 4080 11444 740 7064 26700 45120 4000
合計 5204 15920 43404 15020 4080 11444 740 10564 79752 193256 58080
割合（文字数） 1.18% 3.63% 9.92% 3.43% 0.93% 2.61% 0.16% 2.41% 18.23% 44.17% 13.27%

言及した人数/全体 5/224 15/224 29/224 13/224 3/224 11/224 1/224 10/224 58/224 117/224 50/224

割合（人数） 2.23% 6.70% 12.95% 5.80% 1.34% 4.91% 0.45% 4.46% 25.89% 52.23% 22.32%  
 
 
表５－３ 

アセスメントの手続き的要素と環境影響の要素の関係（アメリカ、否定意見のみ。数値０のセルに着色。） 
単位：文字数
アメリカ
　　　　　　　　　　手続き
環境要素

実施時期 対象事業 評価項目 代替案 住民参加 審査主体
許認可等
への反映

フォロー
アップ

予測 評価 調査

大気 0 0 0 0 0 0 0 0 1292 2610 672
水 0 0 185 0 0 0 0 0 371 7481 1372
音・振動 0 0 0 0 0 0 0 0 2413 781 0
地盤・土壌 0 0 0 0 0 0 0 0 229 1511 600
生態系 0 0 107 10183 0 0 0 321 2114 25500 7777
景観 0 0 0 0 0 0 0 0 435 19746 3081
産業 0 0 0 0 0 0 0 0 6408 6021 4991
操業上全般 0 0 0 0 0 0 0 0 5972 4605 1212
その他 455 132 3080 12711 13393 0 0 0 4530 17212 11982
合計 455 132 3372 22894 13393 0 0 321 23764 85467 31687
割合（文字数） 0.25% 0.07% 1.85% 12.60% 7.37% 0.00% 0.00% 0.17% 13.00% 47.00% 17.00%
言及した人数/全体 2/300 1/300 7/300 19/300 26/300 0/300 0/300 1/300 26/300 55/300 45/300
割合（人数） 0.67% 0.33% 2.33% 6.33% 8.67% 0.00% 0.00% 0.33% 8.67% 18.33% 15.00%  
 
「予測」、「評価」、「調査」については、環境影響の要素それぞれと関連する形で言及される傾向は日

米ともにほぼ同様である。それぞれの要素の文字数での割合を日米で比較すると、 
米国：予測（13.00%）、評価(47.00%)、調査(17.00%) 

日本：予測（18.23%）、評価(44.17%)、調査(13.27%) 

 と、差は少ない。しかし、これを人数の割合で見ると、 
米国：予測（8.67%）、評価(18.33%)、調査(15.00%) 

日本：予測（25.89%）、評価(52.33%)、調査(22.32%) 

であり、技術的な意見・話題を出す人の「人数で見た割合」は、日本の方が相当高くなっている。 
 このことは、米国では技術的な話題を出す意見者は主に NGO 等の関係者だったということと一致し

ている。それ以外の住民については、例えば具体的に評価書のページ数を指定して何が誤っているとい
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った指摘や、明らかに理工学的な知見を持つと思われる意見は日本と比較し非常に少数だった。 

 
図５－１ 日米の住民意見の質的な違いのイメージ図 

 
 日米の住民意見の質的な違いをイメージして図にしたものが図５－１ である。日本の公聴会での住

民意見を調査した際、私自身には日本の環境アセスメント制度自体への批判をする人が多く感じられ、

またそもそも論や抽象論に始終する意見の多さにも驚いた。しかし、米国では環境アセスメント制度自

体への批判はほとんどなされていないため、もっと日本より具体的な話題をしているかというと、決し

てそうではなく、さらに抽象的な話題や、事業への反対の根拠の掴みづらい意見も多かった。また電子

メールという媒体で文字数や時間の制限は無いはずなのにたったの２，３行で終わるといった意見も散

見された。 
 意見者が最低限の理工学的な知見を持ち合わせているか、という観点で日米の意見者を比較すれば、

全体的な意見者の質は日本の意見者の方が高いように思われる。 
 
「代替案」については、日本では「生態系」、「音・振動」「地盤・土壌」との関係で言及される事が

多いのに対し、アメリカでは「生態系」のみと関係して言及されている。さらに「代替案」は意見で用

いられる際の文脈での意味が日米で全く異なった。 
 
日本の場合、「代替案」という単語は、例えば「日本の環境アセスメントでは、既に決まったたった

一つの案について単に意見を聴取するのみで、意見は出せてもそれが事業の計画に反映できる余地に乏

しい。欧米のように、中止を含めた複数の代替案を提示し、各々の是非を住民に問うべきだ」といった、

日本の環境アセスメントの制度設計に対する批判の文脈で用いられるものが全てである。 
 
米国の場合は、「代替案のＡについては、環境の側面で非常に好ましい。対して代替案Ｃは経済性を
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重視しすぎている。その中道をとった代替案のＢを、私は希望する」といったように、住民独自の比較

検討を行う文脈で用いられることが多く見られた。 
これは日米の環境アセスメント制度の代替案検討の有無が如実に表れていると考えられる。 
 
「評価項目」については、日本ではあらゆる環境影響の要素で話題となるのに対し、アメリカでは「水」

と「生態系」の二つについてのみ言及されている。スコーピング段階での住民参加の有無などが影響し

ているものと思われる。 
 
「審査主体」については、アメリカでは全く意見が見られなかった。日本では事業者のみが行う環境

アセスメントの妥当性についての批判が度々出されるだけに特徴的である。 
 
「実施時期」については、アメリカの住民で言及したのは 2 人だが、日本では 5 人が言及している。 
これらを総括するに、「代替案」「実施時期」「審査主体」といったアセスの制度設計そのものを変え

なければ対応できない種類の意見は、米国では日本に比べて著しく少ないといえる。 
 

５－３ 日米の住民意見における、事業への肯定意見の特性の相違 

 日米とも、環境アセスメントの過程で意見を出してくる住民は、事業に対して何らかの不満がある

人々であることは変わりない。 
 しかし、肯定意見の「出し方」には日米で大きな違いが見られた。 
 日本の場合は、事業に肯定意見が出されるのは、意見者の住民がその事業によって大きなメリットを

得られる場合に限定された。具体的な例では、原子力発電所の事業で得られる地元への補助金による地

元経済の活性化や福祉施設の充実である。これらの人々は基本的に提示された事業案を全面的に受け入

れている。 
表５－４ アセスメントの手続き的要素と環境影響の要素の関係（米国、肯定意見のみ。数値０のセルに着色。） 

アメリカ（肯定のみ）
　　　　　　　　　　手続き
環境要素

実施時期 対象事業 評価項目 代替案 住民参加 審査主体
許認可等
への反映

フォロー
アップ

予測 評価 調査

大気 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
水 0 0 0 314 0 0 0 0 0 0 0
音・振動 0 0 0 300 0 0 0 0 0 0 0
地盤・土壌 0 0 0 1136 0 0 0 0 0 0 80
生態系 0 0 0 31675 0 0 0 0 0 1258 0
景観 0 0 0 1967 0 0 0 0 0 0 0
産業 0 0 0 3387 0 0 0 0 248 0 0
操業上全般 0 0 0 1376 0 0 0 0 0 0 0
その他 231 0 0 15961 0 0 0 0 0 0 0
合計 231 0 0 56116 0 0 0 0 248 1258 80
割合（文字数） 0.40% 0.00% 0.00% 96.86% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.43% 2.17% 0.14%
言及した人数/全体 0/300 0/300 0/300 55/300 0/300 0/300 0/300 0/300 1/300 2/300 1/300
割合（人数） 0.00% 0.00% 0.00% 18.33% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.33% 0.67% 0.33%  

 米国の場合は、事業に対する肯定意見が二通りあった。一つは日本と同じ、事業によるメリットを認

識している人々によるものである。 
 もう一つが代替案に関わる文脈を伴う意見であり、これは日本には見られないものだった。勿論、事

業に対する肯定意見というものは全体の文字数から見れば２割にも満たないものである。しかし住民は

しばしば「代替案のＡについては、環境の側面で非常に好ましい。対して代替案Ｃは経済性を重視しす

ぎている。その中道をとった代替案のＢを、私は希望する」というように、代替案について彼ら独自の
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観点から比較をし、自分が望む案を選択する。その結果、住民と事業者の妥協点を探り出す事に成功し

ている。（図５－２参照） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図５－２ 住民独自の代替案比較、検討の例 
 
 提示された代替案のそれぞれが、単に「こういう案も、あるにはある」といった参考のレベルのもの

ではなく、全て「採用しうる」ものであれば、代替案のどれかを選ぶ事で、反映される可能性のある自

らの意見を出すことには大きなインセンティブがある。これは代替案検討・公開の持つ大きな効果と考

えられる。実際、表 を見て分かるとおり、事業に対する肯定意見は、そのほとんど（９６．８６％）

が代替案に関係する文脈で出されている。 
 
５－４ 日米比較のまとめ 

 日米での住民意見を比較すると、以下に示す事項が大きな相違であると考えられる。 
Ａ）環境アセスメント制度の制度設計自体に対する批判が日本ではしばしば見られるのに対し、米国で

はそれがほとんど見られない。米国のアセスメント制度自体は、米国の住民にとって問題のある制

度とは考えられていない。（但し、満足しているとも言えない。） 
 
Ｂ）米国の住民が米国の環境アセスメント制度について例えば「納得」しており、日本のような「制度

論が散見される状況」から離れ、より具体的な話題に絞られた意見（事業によってもたらされる具

体的な個々の影響についての意見）を出すといった傾向は見られない。技術的な話題はほぼＮＧＯ

関係者などによって提出されるものに限られた。その結果、技術的な話題を出す人の「人数の割合」

で見ると、日本の方が明らかに高い。事業のもつ物理的な特性への理解が住民へ行き届いているか

という観点では日本人の方が優れていると思われる。 
 
Ｃ）米国の住民は、事業のもつ物理的な特性に関する理解は乏しい様子である。しかし米国の DEIS は

代替案検討に充実しており、複数の計画案を横断して大まかに、質的に比較している。（例えば「代

替案Ａ＝環境への負荷：小」「代替案Ｂ＝経済性重視」といった形式で）これにより、住民独自の

考察による選択が容易になっている。このことが、住民と事業者が双方の妥協点を探ることの一助

In a compromise, Alternative C (Map 19) would be a decent starting point. Since it  
appears that NPR-A (NorthEast) (Map 101) is targeted for considerable exploration, there  
needs to be a renewed dedication to protecting those remaining portions, and demanding  
the highest environmental stands (and enforcing them) to the areas under development. 
A no development alternative would allow the land to remain, to be revisited in the  
future if the oil became vital, and improvement in exploration reduces the environmental  
footprint. There are too many questions that cannot be answered at this time. 
Alternative C would accomplish much of that goal. The pace would be slowed and the  
higher hurdles would dictate that careful consideration and planning be done before  
financial resources are committed. 
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